
医療従事者等の皆様へ 

奈良県新型コロナワクチン接種推進班 

 

医療従事者等における 

新型コロナワクチン優先接種希望の登録に関するご案内 
 

 

平素より新型コロナウイルス感染症への対応に当たりましては、多大のご尽力を賜り厚くお礼申し上

げます。新型コロナワクチンの優先接種対象者である医療従事者等（※１）について、優先接種を希望さ

れる場合は、以下のとおり、登録を受付けますのでご案内いたします。 

 

行政機関及び職能団体（※２）への所属の有無で登録方法が異なりますのでご注意ください。 

 

※１ 医療従事者等の範囲は、「接種順位が上位に位置づけられる医療従事者等の範囲について」（令和 3年 2月

3日付け健健発 0203 第 2 号厚生労働省健康局健康課長通知）の別添１「医療従事者等の範囲」のとおりです

（別添１は次頁に記載）。 

 

※２ 職能団体とは、奈良県医師会（各地区医師会含む）、奈良県歯科医師会、奈良県病院協会、奈良県薬剤師会

及び奈良県訪問看護ステーション協議会を指します。 

 

 

 

 ご所属のとりまとめ団体からの照会に対して、優先接種の希望者を回答してください。病院協会所属

の病院の場合は、自医療従事者の希望者をとりまとめください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各施設で希望者をとりまとめて、Ｗｅｂ上の「ｅ古都なら（奈良電子自治体共同運営ポータルサイト）」 

のフォームから登録してください。フォームは２月１５日から公開予定です。 

 

 

 

 

 

 

公開予定の「ｅ古都なら」登録フォームの URL など、ご案内の情報について、奈良県疾

病対策課ホームページ（http://www.pref.nara.jp/57670.htm 右記 QR コード参照）にて

順次、情報を更新しておりますので、ご確認くださいますようお願いいたします。 

なお、問い合わせ窓口は近日中に開設予定です。 

登録方法① 行政機関及び職能団体に所属している場合 

登録方法② 行政機関及び職能団体に所属していない場合 （①に該当しない場合のみ） 

とりまとめ団体 
例）〇〇医師会 
〇〇歯科医師会 

各施設 
例）〇〇クリニック 

〇〇歯科医院 

各施設 
例）△△クリニック 

△△歯科医院 

 

ｅ古都なら 
登録フォーム 

2/15 公開予定 

  

① 照会 

② 回答 

 
登 録 

奈良県 

奈良県病院協会所属の病院 
※自医療従事者の希望者をとりまとめください 

依頼 

http://www.pref.nara.jp/57670.htm


別紙 

医療従事者等の範囲 

 

注：医療従事者等の具体的な範囲については現在パブリックコメント中の「新型コロナウ

イルス感染症に係るワクチンの接種について（案）」において示されるものであり、以

下は当該パブリックコメントを踏まえて検討途上のものを体制構築の参考となるよう示

したものであるため、今後変更される可能性があることに注意すること。 

 

１．医療従事者等の範囲の考え方 

  医療従事者等に早期に接種する理由として、以下の点が重要であることを踏まえ、具体

的な範囲を定める。 

・ 業務の特性として、新型コロナウイルス感染症患者や多くの疑い患者と頻繁に接する

業務を行うことから、新型コロナウイルスへの曝露の機会が極めて多いこと 

・ 従事する者の発症及び重症化リスクの軽減は、医療提供体制の確保のために必要であ

ること（注１） 

 

注１：ワクチンの基本的な性能として発症予防・重症化予防が想定され、感染予防の効果

を期待するものではないことから、患者への感染予防を目的として医療従事者等に接種

するものではないことに留意（医療従事者等は、個人のリスク軽減に加え、医療提供体

制の確保の観点から接種が望まれるものの、最終的には接種は個人の判断であり、業務

従事への条件とはならない）。 

 

２．医療従事者等の具体的な範囲 

医療従事者等には、以下の対象者が含まれる見込みである（１月頃の新型コロナウイル

ス感染症対策分科会で決定される予定である）。 

 

（１）病院、診療所において、新型コロナウイルス感染症患者（疑い患者（注２）を含む。

以下同じ。）に頻繁に接する機会のある医師その他の職員。 

 

（対象者に関する留意点） 

  ※ 診療科、職種は限定しない。（歯科も含まれる。） 

  ※ 委託業者についても、業務の特性として、新型コロナウイルス感染症患者と頻繁に

接する場合には、医療機関の判断により対象とできる。 

  ※ バックヤードのみの業務を行う職員や単に医療機関を出入りする業者で、新型コロ

ナウイルス感染症患者と頻繁に接することがない場合には、対象とはならない。 

  ※ 訪問看護ステーションの従事者で、新型コロナウイルス感染症患者と頻繁に接する

場合には、病院、診療所に準じて対象に含まれる。 

  ※ 介護医療院、介護老人保健施設の従事者についても、医療機関と同一敷地内にある

場合には、医療機関の判断により対象とできる。 

なお、介護療養型医療施設の従事者は、病院・診療所と同様に医療従事者等の範囲

に含まれる。 

（対象者を取りまとめる主体） 

・ 医療関係団体が取りまとめを行う。 

 ※概ね従事者100人以上で、自ら接種を行う施設は施設ごとに取りまとめる。 

 

（２）薬局において、新型コロナウイルス感染症患者に頻繁に接する機会のある薬剤師その

他の職員（登録販売者を含む。）。 

 

別添１ 



（対象者に関する留意点） 

※当該薬局が店舗販売業等と併設されている場合、薬剤師以外の職員については専ら薬

局に従事するとともに、主に患者への応対を行う者に限る。 

（対象者を取りまとめる主体） 

・ 関係団体が取りまとめを行う。 

 

（３）新型コロナウイルス感染症患者を搬送する救急隊員等、海上保安庁職員、自衛隊職

員。 

 

（対象者に関する留意点） 

  ※ 救急隊員等の具体的な範囲は、新型コロナウイルス感染症患者の搬送に携わる、①

救急隊員、②救急隊員と連携して出動する警防要員、③都道府県航空消防隊員、④

消防非常備町村の役場の職員、⑤消防団員（主として消防非常備町村や消防常備市

町村の離島区域の消防団員を想定）。 

 （参考）「医療従事者等への新型コロナウイルス感染症に係る予防接種における接

種対象者について」（令和３年１月15日付け消防庁消防・救急課、消防庁救急企画

室、消防庁国民保護・防災部地域防災室、消防庁国民保護・防災部広域応援室事務

連絡） 

（対象者を取りまとめる主体） 

・ 都道府県が取りまとめを行う。 

※国関係機関は、都道府県単位で接種対象者のリストを作成し都道府県に提出する。 

※矯正施設内の医療従事者も都道府県が取りまとめを行う。 

 

（４）自治体等の新型コロナウイルス感染症対策業務において、新型コロナウイルス感染症

患者に頻繁に接する業務を行う者。 

 

（対象者に関する留意点） 

※以下のような業務に従事する者が想定される。 

・ 患者と接する業務を行う保健所職員、検疫所職員等 

（例）保健所、検疫所、国立感染症研究所の職員で、積極的疫学調査、患者からの検体

採取や患者の移送等の患者と接する業務を行う者。 

・ 宿泊療養施設で患者に頻繁に接する者 

（例）宿泊療養施設において、健康管理、生活支援の業務により、患者と頻繁に接する

業務を行う者。 

・ 自宅、宿泊療養施設や医療機関の間の患者移送を行う者 

（対象者を取りまとめる主体） 

・ 都道府県が取りまとめを行う。 

 

注２：疑い患者には、新型コロナウイルス感染症患者であることを積極的に疑う場合だけ

でなく、発熱・呼吸器症状などを有し新型コロナウイルス感染症患者かどうかわからな

い患者を含む。 


